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1. はじめに
u-p法によって定式化された有限変形理論に基づく 3次元液状化解析法 LIQCA-FD1) 2) の支配方程式を固相変位、相

対変位、間隙水圧を未知数に取る u-w-p法により定式化し直し、新しい解析法 LIQCA-FWを開発した。LIQCA-FWの

支配方程式には相互作用を表す項が陽に現れ、u-p法を用いた LIQCA-FDよりも精度の高い液状化解析が行えると考え

られる。岡ら 3)の均質砂地盤を用いた解析では地盤の透水性、入力波の周波数が高い場合、LIQCA-FWと LIQCA-FW

で結果の違いが生じていた。そこで、本報ではどの程度の透水性、周波数で 2つの解析法で違いが生じ、LIQCA-FWを

適用した方が有利なのか検討する。

2. u-w-p法による支配方程式の定式化
土粒子骨格の変形と間隙水移動の連成問題の支配方程式を Biotの二相混合体理論に基づいて u-w-p法で定式化する。
二相混合体理論は土粒子骨格で表される連続体を固相、間隙水で表される連続体を液相とし、飽和土をその二つの相の
重ね合わせで表現している。構成式には Oka et al.(1999)4)による非線形移動硬化則に基づく砂の繰り返し弾塑性構成式
を用いた。定式化された支配方程式を以下に示す。

１．全体のつりあい式 ½ aSi + ½F aRi = Sij;j + ½ bi (1) ４．構成式 T̂ 0ij = CEP
ijkl Dkl (4)

２．間隙水のつりあい式 ½F aSi + ½F
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図{1 16要素砂地盤モデル

ここで、½、½F はそれぞれ全体及び液相の密度、°w は水の単位体積重量、nは間隙

率、kは透水係数である。ai は加速度ベクトル、vi は速度ベクトル、bi は物体力ベク

トル、pは間隙水圧である。Sij は公称応力テンソル、Tij は Cauchy応力テンソルであ

る。LIQCA-FDで用いられている u-p法では、相対加速度が微小であると仮定し、(1)

と (3)より相対加速度の項を消去していた。u-w-p法では仮定をせずに、(1)～(5)の式

を組み合わせて厳密に解く。これらの式に対して空間離散化には FEM、時間離散化に

は Newmark¯ 法を用いて離散化を行う。

表{1 解析パラメータ
Newmark¯ 法の ¯ 0.3025
Newmark¯ 法の ° 0.6
Rayleigh 減衰の ®0 0.0
Rayleigh 減衰の ®1 0.001
水の単位体積重量 °w 9.8kN=m3

飽和土の単位体積重量 °sat 18.98kN=m3

土圧係数 K0 0.5
初期間隙比 e0 0.772
圧縮指数 ¸ 0.02
膨潤指数 κ 0.0052
ポアソン比 º 0.25
重力加速度 g 9.8m=s2

変相応力比M¤
m 0.707

破壊応力比M¤
f 0.990

塑性せん断剛性パラメータ B¤0 3500
塑性せん断剛性パラメータ B¤1 350
塑性せん断剛性パラメータ C¤f 2000
ダイレイタンシー係数べき指数 n 1.5
基準両振幅塑性せん断ひずみ °PDAr 0.004
基準両振幅弾性せん断ひずみ °EDAr 0.001

3. LIQCA-FWの適用性の検討

(1) 解析の概要

適用性を検討する方法として図 1に示す 4m£4m£1mの均質な砂地

盤モデル (16 要素、155 節点、奥行き 1 要素) を用い、地盤の透水係

数と入力地震波の振動数を変化させ、LIQCA-FWと LIQCA-FDの 2

つの解析法で解析を行い、間隙水圧の結果を比較する。Zienkiewicz et

al.5) の検討にならい、透水係数を横軸、入力地震波の振動数を縦軸に

取った平面に、2つの解析法で間隙水圧の結果が一致した範囲と、一致

しなかった範囲を図示する。解析パラメータは表 1に示すものを用い

た。このパラメータは相対密度 60%の豊浦砂を想定して求められたも

の 4) である。底面 (z = 0m)において固相変位，相対変位，共に全方

向拘束 (ui = 0; wi = 0; i = x; y; z)し，側面及び前面，後面では非排水

条件 (x = 0; 4mで wx = 0，y = 0; 1mで wy = 0)とした。モデル上面

については排水条件 (z = 4mで p = 0)を設定した。そして y方向に固
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相変位，相対変位，共に拘束 (uy = 0; wy = 0)し 2次元平面ひずみ条件を仮定した。地盤の透水係数を 10¡7m=sから

10¡2m=sまで 10倍刻みで 6通り，入力地震波については sin波 (250gal)を 20秒間入力し，振動数を 0.5Hzから 10.0Hz

までの 11通りに変化させ解析を行った。また計算時間増分は 0.01秒に設定した。

(2) 解析結果 表{2 間隙水圧の結果の比較
振動数 n 透水係数 10¡7m/s 10¡6m/s 10¡5m/s 10¡4m/s 10¡3m/s 10¡2m/s

10.0Hz ○ × × × × ×

9.0Hz ○ × × × × ×
8.0Hz ○ × × × × ×

7.0Hz ○ × × × × ×

6.0Hz ○ × × × × ×
5.0Hz ○ ○ × × × ×

4.0Hz ○ × × × × ×
3.0Hz × ○ × × × ×

2.0Hz ○ ○ × × × ×
1.0Hz ○ ○ ○ × × ×

0.5Hz ○ ○ ○ ○ ○ ×

計 66ケースの解析を 2つの解析

法を用いて行い，図 1に示す出力

節点での間隙水圧の結果を比較し

た。その結果を表 2に示す。ここ

で，○は両解析法で一致したケー

ス，×は一致しなかったケースで

ある。一致した代表的なケースと

して透水係数が 10¡2m/s，振動数

が 5.0Hzの場合での LIQCA-FWの相対加速度の時刻歴を図 2に，その条件での両解析法の間隙水圧の時刻歴の比較を

図 3に示す。一致しなかった代表的なケースとして透水係数が 10¡7m/s，振動数が 0.5Hzの場合での LIQCA-FWの相

対加速度の時刻歴を先の例と合わせて図 2に，その条件での両解析法の間隙水圧の時刻歴の比較を図 4に示す。間隙水

圧の結果が一致しない場合の方が相対加速度の振幅が大きくなっているのがわかる。表 2をもとに縦軸に振動数，横軸

に透水係数を取った平面に図示すると図 5のようになる。領域Ⅱでは相対加速度が大きくなり，その影響を受けて間隙

水圧の結果に差が生じると考えられ，領域Ⅱに含まれる透水係数，振動数を用いて LIQCA-FDにより解析する場合は精

度の良い解析が行えない可能性があり，LIQCA-FWを用いる方が有効であると考えられる。

図{2 相対加速度の時刻歴 図{3 間隙水圧の比較（一致しない例） 図{4 間隙水圧の比較（一致する例）

4. まとめ

図{5 LIQCA-FWの適用性

地盤の透水係数及び入力地震波の振動数が大きい場合は，2 つの解析法の

結果に差異が生じ，LIQCA-FW を用いる方が合理的であることがわかった。

今回の解析では間隙水圧の結果を比較し，適用性の範囲を検討したが，今後

は固相の応答加速度，平均有効応力の結果についても検討する必要がある。
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